
構造改革特別区域計画 

 
 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

福 島 県 喜 多 方
き た か た

市  

 

２ 構造改革特別区域の名称 

 

喜多方市アグリ特区 
 

３ 構造改革特別区域の範囲 

 

喜多方市の全域 
 

４ 構造改革特別区域の特性 

  （1）喜多方市の概要 

   喜多方市は、福島県の西北部、会津盆地の北部に位置し、北は大峠を境に山形県

米沢市に接し、西北には 2,000ｍ級の飯豊連山、北から東には磐梯山、雄国山など

の 1,000 級の急峻な山々が連なっている。一方、西には 300～500ｍの丘陵地が南

北に走り、南には遠く那須連山までを望むように会津盆地が拡がっている。 

   本市の人口は、平成 15 年現在で 37,100 人余りであるが、漸減傾向の状態が続

いている。一方、65 歳以上の人口が 25.7％を占めるなど高齢化が著しく、特に農

村部において顕著に表れている。要因としては、積雪寒冷地という自然条件と労働

力を吸収する第二次・第三次産業が脆弱であることがあげられ、新規学卒者を中心

とした若年層の人口流出の原因となっている。 

   本市の産業は、地場産業である漆器、桐加工、醸造（酒、味噌、しょう油）業な

どの伝統的な産業が盛んな他、近年は蔵とラーメンの観光資源に関連した産業が著

しく伸びている。 

（２）喜多方市の農業の現状 

  農業は本市の基幹産業である。 

耕地面積は 4,190ha を有し、盆地特有の高温で多湿な気候のため水稲栽培に適

している。そのため全耕地面積の 66％に当たる 2,780ha で米が作付けされており、

県内上位の収穫量（17,100ｔ）と収量（615kg/10ａ当）を誇り、農業粗生産額（約

68 億円）のおよそ 7 割を占めるなど米に依存した経営類型となっている。 



また、転作田を活用したソバやアスパラガスの生産も活発で、平成 11 年にはソ

バは 155ha（県内第 7位）、アスパラガスも 73ha（県内第 1 位）の面積で栽培さ

れている。 

しかしながら、米価の下落と生産調整の拡大により、農業粗生産額はピーク時

（Ｈ6 年＝83 億円）の 82％の 68 億円にまで落ち込み、農地保全、農村活力の低

下など多くの課題を抱えている。 

一方、食に対する消費者の関心が高くなり、「安全、安心」な農畜産物を求め

る動きが強まっている。また、自然や環境に対する国民的関心が強まる中で、農

業の多面的機能への期待はますます大きくなっている。 

このような状況の中、本市の将来都市像である「きらめく個性と豊かな自然が

共生する快適生活都市喜多方」の実現に向け種々施策に取り組んでいるが、高齢

化の急激な進展により、農業の担い手も高齢化し、各種作物の栽培面積の拡大や

新規作物の導入など望めない現状にあり、新たな施策を模索しているところであ

る。 

（３）担い手の高齢化と減少 

本市農業における担い手の状況であるが、60歳以上の担い手が 76.5％、65 歳以

上でも 59.5％を占めるなど著しく高齢化が進行し、深刻な状況となっている。ま

た、農家数も減少（Ｈ７年 2,206 戸⇒Ｈ12 年 2,122 戸）するなど、近い将来、担

い手の減少により、農業生産が困難な地域が発生することが懸念されている。 

市では、93 名の認定農業者（H15 年度 4月現在）を中心に農地の集約を進めて

いるが、中山間地の畑地を中心に荒廃が進行し、認定農業者が農地を受けきれな

い状況となっている。 

（４）遊休農地の状況 

本市では、担い手の高齢化や長引く景気の低迷などにより、農地の荒廃が進み、

市全体では、平成 12 年現在で 134ha が遊休農地となり、平成 7 年からの 5 年間

で２．3 倍も増加するなど憂慮すべき事態に陥っている。 

遊休農地の増加は、雑草の繁茂や病害虫を発生させるだけでなく、急傾斜地に

おける豪雨時の土砂災害の発生など地域農業に悪影響を与え、担い手の減少とも

あいまって農業生産の継続を困難にさせているだけでなく、安定した食料の供給

という役割を果たせなくなり、その発生防止と有効活用は緊急の課題となってい

る。 

なお、遊休農地は、特に国営事業（昭和 45年～平成 4 年）で造成された雄国地

区の畑地において顕著に見られる。雄国地区の畑は、山を切り開いて造成された

農地で、標高 200ｍから 500ｍに展開する山麓台地にある。平成 14 年度には、遊

休農地面積が 58haに達し、これは市全体の遊休農地の 4 割強、国営事業による造

成面積（196ha）のおよそ 3 割に当るもので、市全域における遊休農地の解消とと



もに雄国地区においても緊急な対応策が必要となっている。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本市の農業は、米に依存した経営形態となっているが、米価下落と生産調整の拡大に

より、１農家当り生産農業所得は、平成５年に 1,977 千円だったものが、平成 11 年には

1,310 千円まで減少するなど、農家経済は疲弊している。 

今後は、米に依存した経営から脱却し、アスパラガスやソバなど畑作による新たな特産

物の定着に軸足を置いた生産振興に努めなければならないが、高齢化による担い手不

足、さらに遊休農地の増加が障害となり、満足な成果を挙げることができないことが懸念さ

れる。 

一方、近年、食に対する消費者の関心が高くなり、「安全、安心」な農畜産物

を求める動きが強まっている。また、自然や環境に対する国民的関心が強まる中

で、農業への期待はますます大きくなっている。 

本市では、グリーン・ツーリズムによる都市住民との交流促進、直売所や学校

給食における地産地消の取り組み、さらに新規就農対策、環境負荷軽減を図る環

境にやさしい農業の取り組みを本市農業の重点施策として取り組んでいるが、こ

れら事業の推進により、一部の農地において遊休農地の活用に一定の成果が現れ

ている。 

しかしながら、これら施策を進めるにも新たな担い手の確保が必要であり、緊

急の課題となっているが、高齢化や担い手不足等の現状から農業内部だけの対応

では解決が困難である。 

そのため、本市では、市内全域においてグリーン・ツーリズム事業を始めとす

る関連事業の展開により、遊休農地の解消を強力に推進していくこととする。 

特に、遊休農地の増加率が高い雄国地区においては、農地法の特例を活用し、

農業に携わろうとする「農業生産法人以外の法人」によって農業経営を行うこと

とする。このことは新たな担い手の確保と遊休農地の有効活用につながるもので、

意義は大きい。 

また、特定事業の導入は、停滞した農業の活性化と農業所得の向上効果を生み、

将来的に全国的な構造改革へと波及しうるものとして期待される。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

本市の課題は、米依存体質から脱却した新たな農業振興方策の確立であり、新た

な特産物の定着と生産振興にある。しかしながら、深刻な高齢化と遊休農地の拡大

は、担い手育成や生産振興を図る上で本市農業の足かせとなり、農村活力の低下を

招いているため、早急な対応が求められている。 

このようなことから、本市では、担い手の育成と遊休農地の解消を図ることによ



り、農業の振興と本地域の活性化を促すため、特定事業の「地方公共団体又は農地

保有合理化法人による農地又は採草放牧地の特定法人への貸付事業」及び「地方公

共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付事業」並びに関連事業である

グリーン・ツーリズム事業、地産地消の取り組み、さらに新規就農対策、環境にや

さしい農業などの取り組みを実施するものとする。 

具体的な目標としては、 

（１）農業生産法人以外の法人による農業参入を認めることにより、担い手不足が

深刻な農業経営に対し、農外から新たな担い手の確保が図られ、担い手不足に

よる農地の遊休化を防止するとともに急傾斜地にある農地にあっては災害発

生防止など農地の多面的機能の確保を図る。 

併せて、企業的経営感覚により、安定的な農業経営体を育成する。 

（２）雄国地区で始まったグリーン・ツーリズムは、新たな本市農業振興方策の大

きな柱の一つとして、一定の成果をあげている。都会の住民を対象にしたソバ

オーナー制度や修学旅行生を対象にした農業体験などが中心であるが、平成 11

年当初は 326 人の交流人口であったが、14 年度には雄国地区だけで 4,000 人

を超える交流人口を抱えるまでに成長してきた。15 年度からは、全市に取組

みが広がっている。 

グリーン・ツーリズムの拡大に伴い、近年では、交流者への直販を目的に遊

休農地に作物を作付けするなど、遊休農地の解消に取り組む農家も現れてきた。

今後、更なるグリーン・ツーリズムの推進により、遊休農地の解消が促進され

るものと期待している。 

（３）都市住民や本市に在住する市民を対象に、土に親しみ、作物を栽培する楽し

みを提供する市民農園を開設する。市民農園の開設により、遊休農地の有効活

用が図られるとともに、管理受託に伴う新たな所得を得ることができる。 

市民農園は、グリーン・ツーリズム事業の対象者を中心に取り組むものとし、

市民農園とグリーン・ツーリズムを一体的に行うことによる相乗効果によって、

都市と農村の交流人口の増加を促し、農業者の所得向上を図り、併せて農地の

遊休化を防ぐことによって、地域の活性化を促進する。 

（４）近年、食に対する消費者の関心が高くなり、「安全、安心」な農畜産物を求

める動きが強まっている。 

このようなことから、直売所の開設や学校給食への地元食材の活用による地

産地消の推進などへの取り組み、さらに有機農業などの環境にやさしい循環型

農業を推進し、新たな「喜多方ブランド」を確立する。 

（５）法人の農業参入によって新規就農者の確保ばかりでなく、繁忙期には農家か

らのパート雇用の拡大を図るとともに、様々な人材の活用により雇用を確保す

る。 



７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

（１）農地の多面的機能の維持・向上効果 

特定事業及びその他関連事業により遊休農地を今後 5 年間で 70ha解消し、農

地の多面的機能の向上を図る。山間の急傾斜地の農地においては洪水や土砂災

害等の発生防止効果が期待される。 

なお、遊休農地の解消は、特定事業で 30ha、その他関連事業により 40ha を

目標とする。 

（２）農業粗生産額の向上効果 

平成 11 年度の本市の農業粗生産額は 6,797 百万円であるが、平成 20 年には

年間 100 百万円程度の向上が図られる。 

（３）新規雇用の確保と所得向上効果 

法人による農業展開により、平成 20 年には新規雇用 10 人程度を見込み、約

27 百万円程度の所得向上が図られる。 

（４）交流人口の拡大効果 

現在、およそ 4,000 人の交流人口となっているが、市民農園の開設とグリー

ン・ツーリズム事業との連携により、平成 20 年には 2,500 人程度の拡大が図ら

れる。 

（５）交流人口の拡大による農産物の販売向上効果 

グリーン・ツーリズムによる交流人口の拡大に伴い、四季を通じた交流者への

野菜、ソバなど地元農産物の販売が増加することが見込まれ、現在、3,300 千円

程度の農産物販売額が、平成 20 年には年間 13,000 千円程度にまで向上するも

のと予測している。 

（６）安全・安心な農畜産物の生産・普及効果 

環境にやさしい農業の推進により、安全・安心な農畜産物の生産と「喜多方

ブランド」が確立され、農業の振興が図られる。 

（７）新規就農者の拡大効果 

本市では、毎年 2～3 名程度（雄国地区では 1~2名）の新規就農者が誕生して

いるが、一部新規就農者にあっては、遊休農地を活用し、都市住民を対象にした

新たな農業を展開している。今後、特定事業の導入とグリーン・ツーリズム事業

との連携により、雄国地区において平成 20 年までに 20 人程度の新規就農者の

確保を図ることとする。 

 

８ 特定事業の名称 

（１）地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草放牧地の特定法人への

貸付け事業 

（２）地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付け事業 



９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に

関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が

必要と認める事項 
  ・「グリーン・ツーリズム事業の推進」 

     喜多方市においては、平成 11 年度から本市東部に位置する雄国地区におい

てグリーン・ツーリズム事業を展開してきた。具体的には、地域住民が主体と

なった団体による都会の中学校を対象とした農業体験、さらに一般の人を対象

としたソバオーナー制の実施である。平成 14年度には交流人口が 4,000 人を

超え、本市の新しい農業振興方策として着実に進展を続けている。 

特区の導入に当っても、特区とグリーン・ツーリズムが連携をとることに

より相乗効果を生み、経済効果に結びつくよう多様な農業を展開する。 

  ・「環境にやさしい農業の推進」 

生産者の顔の見える「安全・安心」な農畜産物を求める消費者の声が強ま

り、本市としても有機農業をはじめとする環境にやさしい農業の推進を図っ

ている。 

このようなことから、特区で参入する法人にあっても、そこで生産される

作物は生産履歴が分かる安全で安心なもの以外は生産・販売しないなど、市

の方針に沿った農業経営に協力してもらうこととする。 

  ・「新規就農対策の推進」 

本市の雄国地区には、自然景観に魅せられた「Ｉターン」等による農業の新たな担

い手が数名誕生し、都市住民との交流による新たな農業を展開している。高齢化が

進展し、担い手の減少が続く中では、これら新規の担い手対策は、遊休農地解消策

としても有効な手段である。特に、雄国地区は、景観に優れ、国営による基盤整備

事業も完了しており、また、グリーン・ツーリズム事業も盛んな地域であることから、新

規就農者の受け入れがしやすい地域である。 

市としては、新規就農対策と遊休農地の解消策とを連動させ、強力に推進するこ

ととする。 

  ・「県単遊休農地解消総合支援事業の実施」 

本市全域における遊休農地の面積は 134ha であり、高齢化や担い手不足などの

理由によって、遊休農地は年々増加傾向にある。そのため、農業関係者で組織する

営農推進協議会を中心として種々解消策に取り組んできた。平成 15 年度には、県

単の遊休農地解消総合支援事業の取り組みにより６ha の遊休農地の解消を図ること

となっている。 

今後とも、あらゆる手段を講じながら遊休農地の解消に取り組み、地域農業の活

性化を推進していくこととする。 



  ・「農地流動化対策事業の実施」 

本市農業における担い手の高齢化は著しく、65 歳以上で約 6 割、60 歳以上では

76.5％を占めるなど深刻な状況になっている。また、農家数もここ 5 年間におよそ

100 戸が減少するなど、遊休農地拡大の要因となっている。このまま推移するとなれ

ば、近い将来、農業生産が困難な地域が発生することが懸念されている。 

本市では、担い手がいない農家や兼業農家の農地について、認定農業者を中心

に集約を行い、遊休農地の拡大防止に努めている。 

今後とも、市、農業委員会、農協、土地改良区等の関係機関団体が一体となり農

地の流動化に取り組むことにより、安定的な農業経営体の育成と、遊休農地の拡大

防止に努めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別 紙） 
１ 特定事業の名称 

（１００１）地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草放牧地の特

定法人への貸付け事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

喜多方市 

喜多方市雄国地区において農業を行おうとする農業生産法人以外の法人 

（当面実施する法人４） 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特区計画の認定日 

 

４ 特定事業の内容 

遊休農地を対象とした法人の農業参入により、本市農業と地域経済の活性化を

図ることを目的に特定事業を導入する。 

特定事業は、実施主体である喜多方市が遊休農地等の所有者から借地した農地

を特定事業の実施により耕作を行う企業に賃貸する。また、喜多方市は、特定事

業の実施により耕作を行う企業と特区法に基づく協定を結び、事業の円滑な実施

を確保することとする。 

これにより、農業の新たな担い手として、企業の持つノウハウと労働力の有効

活用によって、農業の担い手不足を解消するとともに、遊休農地を活用して特産

品の生産拡大や高付加価値作物への取り組みを行う。 

また、企業の農業参入は若者の新しい職場を増やすことになり、新規就業者の

増加が期待されるとともに、農業後継者の育成に努めることとする。さらに、集

落やグリーン・ツーリズム推進団体等との地域活動との連携による都市住民との

交流等、多様な農地の活用が図られ、本市農業の新たな展開に寄与するものであ

る。 

また、市が行う環境にやさしい農業の推進に合わせ、企業にも減農薬、減化学

肥料など環境に配慮した栽培を実施してもらうこととするが、このことが付加価

値の高い喜多方ブランドの確立につながるものと期待される。 

なお、本特定事業の実施期間については、当該規制の特例措置の適用の開始の

日から５年間とするが、市においては１年毎に評価を行い、必要があれば期間の

延長を行うこととする。 

○ 当初参入予定企業 

・大岩建設工業株式会社  ・株式会社一建設 



・株式会社環境建設    ・大建工業有限会社 

○ 事業区域：喜多方市・雄国地区 

○ 事業開始：平成 15 年 10月下旬 

○ 認定日以降のスケジュール（見込み） 

・賃貸借契約に伴う賃借料の予算化（9 月議会に提案） 

・賃貸借契約の締結（喜多方市⇔農地所有者）（9 月下旬） 

・賃貸借契約の締結及び協定書の締結（喜多方市⇔建設業者 4社） 

○ 企業が行う農業の内容及び実施方法 

当初の取り組み面積は、大岩建設（株）が 100ａ、（株）一建設が 50ａ、

（株）環境建設が 50a、大建工業（有）が 50ａであり、大岩建設（株）は

都市住民を対象とした農業体験（そば打ち、花木、ブルーベリー等）、（株）

一建設は大豆、柿、リンゴ等の栽培、（株）環境建設は緑化木の生産、大建

工業（有）は加工トマトの生産をそれぞれ行うものである。 

なお、企業の最終的な借受予定面積は、大岩建設（株）が 150ａ、（株）

一建設が 100ａ、（株）環境建設が 100a、大建工業（有）が 100ａであるが、

5年後には他の企業の参入を進めることにより、25haへと拡大させていく。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本市においては遊休農地の増加が深刻で、特に、本市東部に位置する雄国地区で顕

著であり、農家の自助努力だけによる遊休農地等の解消に多くを望むことは困難な状

況にある。このまま推移するならば本市農業と地域経済活性化に重大な影響を及ぼす

恐れがあり、法人による農業への参入は、遊休農地の解消と農地の多面的機能維持・

向上を図る上で有効な手段であると考える。 

本市の基幹産業である農業は、盆地特有の夏期の高温多湿な気候のため水稲の栽

培が盛んで、農業粗生産額（約 68 億円）のおよそ 7 割を占めるなど米に依存した

経営類型となっている。また、転作田を活用したソバやアスパラガスの生産も活発

で、平成 11 年にはソバは 155ha、アスパラガスも 73haの面積で栽培されている。 

しかしながら、60 歳以上の担い手が 76.5％、65歳以上でも 59.5％を占めるなど

著しく高齢化が進展し、農家数も減少（Ｈ７年 2,206 戸⇒Ｈ12 年 2,122 戸）傾向

にある。合わせて遊休農地化も進み、平成 7 年に 58ha であった遊休農地は平成 12

年には 134ha と２．3倍も増加し、憂慮すべき事態に陥っている。 

特に、雄国地区の遊休農地の現状は深刻な状況にある。 

雄国地区は、国営事業により造成された畑地であり、その面積は 196ha を有す

るが、高齢化による担い手の減少により耕作放棄が年々増加し、平成 7 年に７ha

だったものが平成 12 年には 37ha、平成 14 年には 58haと大幅に増加している。 

このようなことから、本市としては、雄国地区には効率的に利用されていない



農地が相当程度あると判断したところであり、遊休農地を対象とした農業生産法

人以外の法人による農業経営により、遊休農地の解消を図るとともに、農業者の

雇用の場を創出することによって本地域の農業振興と地域活性化に資するため、

特定事業を導入することとする。 

なお、参入する法人の要件は、法人に農業担当役員が 1 名以上いること。当該

担当役員が年間 150 日以上農業に従事すること。また、法人の行う農業が適正か

つ円滑に行われるため、法人と市との間で協定を締結すること。また、農業に必

要な土地の取得は、市が農地所有者から借り受け、法人に貸付ける方法により行

うこととする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別 紙） 
１ 特定事業の名称 

（１００２）地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付け事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

喜多方市 

喜多方市雄国地区の農地において、市民農園を開設しようとする法人または雄国地区

の農地所有者 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特区計画の認定日 

 

４ 特定事業の内容 

遊休農地を対象とした市民農園を開設することにより、グリーン・ツーリズムと連

携した都市・農村交流が促進され、農業の振興と地域の活性化を図ることを目的とし

て特定事業を導入することとするが、内容としては、5 年間で５ha の市民農園を新

規に開設することとする。 

なお、農地を所有していない法人が市民農園を開設する場合には、市が当該開設予

定者に農地を貸し付けることとし、市と当該開設予定者との間で事業実施協定を締結

することとする。 

○ 当初参入予定者 

・大岩建設工業株式会社 

○ 事業区域：喜多方市・雄国地区 

○ 事業開始：平成 15 年 10月下旬 

○ 企業が行う市民農園の内容 

取り組み面積は 100ａであり、都市住民や本市在住市民を対象とした市民

農園の開設を行うものである。 

なお、5年後には他の企業やグリーン・ツーリズム実践者等の参入により

5ha に拡大させていく。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本市においては遊休農地の増加が深刻で、農家の自助努力だけによる遊休農地等の

解消に多くを望むことは困難である。このまま推移するならば本市農業と地域経済活

性化に重大な影響を及ぼす恐れがあり、市が積極的に推進しているグリーン・ツーリ

ズムとの連携による市民農園の開設は、遊休農地の解消と農地の多面的機能維持・向

上を図る上で有効な手段であると考える。 



本市の基幹産業である農業は、盆地特有の夏期の高温多湿な気候のため水稲の栽

培が盛んで、農業粗生産額（約 68 億円）のおよそ 7 割を占めるなど米に依存した

経営類型となっている。また、転作田を活用したソバやアスパラガスの生産も活発

で、平成 11 年にはソバは 155ha、アスパラガスも 73haの面積で栽培されている。 

しかしながら、60 歳以上の担い手が 76.5％、65歳以上でも 59.5％を占めるなど

著しく高齢化が進展し、農家数も減少傾向にある。合わせて遊休農地化も進み、平

成 12 年現在で 134ha が遊休農地化し、平成 7年からの 5年間で２．3 倍も増加す

るなど、憂慮すべき事態に陥っている。 

また、このような現状と米価の下落等により、農業粗生産額はピーク時（Ｈ6 年

83 億円）の 82％の 68 億円にまで落ち込み、農地保全、農村活力の低下など多く

の課題を抱えている。 

このようなことから、遊休農地を対象とした市民農園の開設を行うことにより、

遊休農地の解消を図り、合わせてグリーン・ツーリズムとの連携を図りながら都

市住民との交流人口の拡大を促進することによって、本地域の農業振興と地域活

性化を図ることとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


